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StephenGilmanの
会 計 コ ンベ ン シ ョ ン論(邦 訳)
久 野 光 朗
ま え が き
こ ～に 訳 出 した"StephenGilmanの会 計 コ ンベ ン シ ョン論"は,「Accounting
£onceptsofProfit」(NewYork,TheRonaldPress』Company,1939)の第
11章"会 計 コ ン ベ ン シ ョン と株 式 会 社"で あ るが,前 号 に掲 載 した 第4章"人 的
会 計 実 体"(ThePersonalAccountingEntity)と第5章"非 人 的 会 計 実 体"
(TheImpe・sonalAccountingEntity),そして 次 号 に掲 載 す る予 定 の 第14章"会 、
計 原則 の 構 成 リス ト"(CompositeListofPrinciPles)とと もに,原 著 者Stephen
Gilman氏の 仲 介 で 原 著 出 版 者 の 文 書 部 長E.A.Woods・n氏 か ら1959年9月
18日付 で,本 誌 に 発 表 す る許 可 を得 た もの で あ る。
会計を歴史的な観点か ら制度的に考察 す る場 合,理 論 の面 にお い て も実
i践の面 におい て も,会 計構造の基礎 で あ る会 計 コ ン ベ ン シ 。ン(accounting
conventions)の性 格 を 正 し く認 識 す る こ とが 必 要 で あ る 。 し か し,会 計 コ ン
ベ ンシ 。ンな る もの ＼概念規定それ 自体が 未だに統一 され てお らず,そ の為 に
会計学上 にも幾多の混乱や矛盾が生 じているよ うに思われる。
S。Gilmanは,会計 コンベ ンシ.ン の性格 を,先 ず彼 が調べ た四種類の辞典
(久野 注 ♪
に おけ るコンベ ンシ.ンとい う用語の定義か ら帰納 して,そ れ が``一般的承認
に 基 礎 を お く"(basedupongeneralagreement)もの で あ り,且 つ``程 度 の
差 こ そ あ れ 任 意 に 確 立 さ れ た"(moreorlessarbitrarilyestablished)もの で
(久野 注)S.Gilmanが 参 照 した 辞 典 の定 義 を列 挙 す れ ば次 の通 りで あ る。
「Webster'sNewInternationalDlctionaryj:"5.一般 的承 認 に基 づ く通 則 もし
くは慣 行;一 般 に 固 守 され る通則 も し くは実 務;芸 術 な どに お け る任 意 的 も し くは
固 定 的 な 通則,様 式,原 則 な ど;一 種 の 伝 統 主 義 。"
「TheCenturyDictionary」:"一般 的承 認","暗 黙 の 理 解",お よび"一 般 的 同
意"。
「TheOxfordEnglishDictionary」:"一般 的 承 認 も し くは 承 諾"。
「TheDictionaryofPhilosophyandPsychology」:``統一 的 認 識"。
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あ る と 述 べ て い る(ibd.chap.13.PP.183～184)。か く し て,彼 は,f`確 か に
会 計 の 根 本 的 基 盤 は 慣 行 的 で あ る 。 実 際,会 計 そ れ 自体 が コ ン ベ ン シ.ン で あ
る と 言 っ て も差 支 え な い で あ ろ う"と い う見 解 を示 し(ibd.chap.13.P.190),、
そ の 会 計 の 基 本 的 仮 定(fundamentalassumptions)を基 本 的 会 計 コ ン ベ ン シ 。一
ン と 称 す る の で あ る(ibd.chap.3.P.25,chap.15.P.245)。従 っ て,彼 が ・
言 う会 計 コ ンベ ン シ 。ン は 会 計 仮 定(accountingassumptions)もし くは 会 計 概
(久野注D.
念(accountingconcepts)と殆 ん ど同 意 義 に 解 し得 る の で は な か ろ うか 。・
さ て,S.Gilmanが列 挙 し て い る会 計 コ ン ベ ンシ 。ン は,厳 密 に 分 類 す れ ば,
先 ず三 っに大別出来 るよ うに思 う。即 ち,基 本 的 会 計 コン ベ ンシ 。ン(basic
accountil19conventions),派生 的 会 計 コ ン ベ ン シ 。ン(subordinateaccounting
conventions),その 他 の 会 計 コ ン ベ ン シ.ン(otheraccountingconventions)の
`久野注2、
三 つで あ るが,基 本的会計 コンベンシ 。ンには,衆 知 の如 く,次 の三 つの もの
が あ る(ibd.chap.3.PP.25～26,chap.15.PP.245～249,chap.35.P.597,
etc.)。
(久野 注1)一 般 に,会 計 上 の基 本 概 念 と会計 コ ンベ ン シ ョ ンは 区 別 され て い る。例
え ば,RufusWixoned.,「Accountants'Handbook」(NewYork,The,Ronald
PressComPany,1956),1・14では次 の よ うに 説 明 され て い る。"会 計 上 の 基 本 概
念 は 公 準(postulates),即ち会 計 原則(accountingprinciples)の基 礎 をな す 必 要
不 可 欠 な仮 定 もし くは 条 件(necessaryassumptionsorconditions)と考 え られ
る。 これ に対 して,会 計 コ ンベ ンシ ョンは,慣 行 もし くは一 般 的 承 認 に 基礎 を お く
手 続(procedure)に対 す る指 導 体 系 と考 え られ る 。"
ま た,阪 本 安 一,"コ ンベ ン シ ョンの性 格",「産 業 経 理 」1960,2,P.17は,会計
コ ンベ ン シ ョンの 二 つ の 性格 に つ い て,次 の よ う に 述 べ てい る。"コ ンベ ン シ ョ ン
は,広 義 に お い て は会 計 慣 習 と して,会 計 実 務 を指 導 す る用 具 とな る もの で あ る 。
'そ れ は ま た直 接 に会 計 基 準 の 形 成 に 役 立 つ もの で あ る が
,会 計 理 論 の 形 成 に 役 立 つ
もの で は な い 。 これ に対 して 狭 義 に お け る コ ンベ ン シ ョ ンは,会 計 の 基 本仮 定 と し
て,会 計 諸 概 念 や 諸 原 則 の 形 成 に役 立 ち,て れ を通 して 会 計 理 論 の 形 成 に役 立 つ も
の で あ る。"
(久野 注2)S・Gilmanが,そ の他 の コ ン ベ ン シ ・ン と し て挙 げ て い る も の に は,
複 式 簿記 に お け る"借 方 ・貸 方 の コ ン ベ ン シ ョン"(conventionofdebitand.
credit),棚卸 資 産 の先 入先 出 法(fifo)や後 入 先 出 法(Iifo)に見 られ ろ"順 序 の
コ ンベ ン シHン"(conventionofsequences),工業 会 計 の製 造 過程 に つ い て認 識 さ
れ て い る"原 価 移 転 の コ ン ベ ンシ ョン"(conventionofcosttransferals),一人 の
人 間 が 幾 つ か の 利 害 関 係 を 有 す る場 合 に記 録 目的 上 か ら一 人 の 人 間 を数 人 の人 聞 で
あ るか の 如 くに取 扱 ・て い る"独 立 人 格 のbン ベ ン シ ョン"(conventionofseparate
perSOnalitieS)などが あ る。
●S[ephenGilmanの会 計 コ ンベ ンシ ・ン論(邦 文)(久 野)
会 計 実 体 の コ ン ベ ン シ 。ン(e皿tityCOnVentiOn)
{鞭鷲 ∴膿 認 脳呵
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第一 の会計 コンベ ンシ・ンであ る会計実体の コンベ ンシ.ンは,前 号で も詳 細
に説 明 をしておいた通 り,複 式 簿記 を前提 とす る極 めて技術的 な勘定記入上 の
主体概 念で あ る。従っ て,エ ンティティー は,そ れが 会 計 等式 に含 まれ てか る関1
係 を明 らかに しない限 り,存 在理 由がな い ことにな るの で,会 計 等 式 は エ ン
ティティー ・コ ンベ ン シ 。ン に由来 してお り,そ の欠点 と長所 のすべて を受 け継
いでい る ことにな るので あ る。
第二 の重要な会計 コンベ ンシ.ン で ある貨幣的評価 の コンベ ンシ.ン は,丁
度,代 数 にお け る記'号と類似 した関係が あ り,そ れが 本質 的に果す機能 は代替
(substituti・n)とい う こ とだ け で あ る。従 って,Sanders,Hatfield,および
Mooreが会計 コンベンシ・ンと称 しtと ころの"歴 史的金額数値 を現 医に近 い
(久野 注)
もの に 修 正 す る"と い う主 張 は,こ の 貨 幣 的 評 価 の コ ン ベ ン シ 。ン か ら除 外 さ
れ,そ れ は 会 計 原 理(accountingdoctrine)の領 域 に 入 れ られ る こ と に な る 。
ま た,実 現(realization)のコ ン ベ ン シ 。ン や購 買 力 不 変(equalityofdolars
regardlessofpurchasingpower)の仮 定 な どは,こ の 貨 幣 的 評 価 の コ ンベ ン
シ 。ン に 由 来 す る派 生 的 コ ン ベ ン シ 。ン と考 λ られ る 。
第 三 の 主 要 な 会 計 コ ン ベ ンシ 。ン で あ る会 計 期 間 の コ ン ベ ン シ 。 ン は,先 の
二 つ の 会 計 コ ン ベ ン シ.ン に 遅 れ て 発 展 し て き た もの で あ るが,単 純 な 会 計 機
構 に 人 為 的 で 恣 意 的 な 面 を 導 入 す る こ と に よ つ て,見 越(accruals)や繰 延
(deferments),減価 償 却(depreciation)や原 価 償 却(amortization),会計 的 修
正 と い っ た よ うな コ ン ベ ン シ 。ン,更 に は 継 続 企 業(goingbusiness)のコ ン
ベ ン シ 。 ン とい う多 くの 派 生 的 コ ン ベ ン シ.ン を もた ら し て い る 。
上 記 め 如 く,S.Gilmanの会 計 コ ン ベ ン シ 。ン論 は,歴 史 上 の 制 度 的 産 物
の
と し て 会 計 コ ン ベ ン シ 。ン を考 え て い るの で あ る が,そ れ は 会 計 上 の 原 理
(doctrille),原則(principle),およ び 通 則(rule)とい う上 部 構 造(supe士struc一
(久 野 注)Sanders,Hatfield,andMoore,「AStatementofAccountingPrin-
ciples」(NewYork,AmericanInstituteofAccountants,1938),p.2 .
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-ture)を支 え て い る下 部 構 造(foundations)であ っ て み れ ば
,そ の 人 為 性
(artificiality)によ っ て,す ・ドて の 会 計 思 考 が 影 響 を 受 け る こ と に な る 。 そ し
て,彼 は,特 に そ の 大 きな 影 響 を与 え た もの と し て 株 式 会 社 の 出 現 に伴 な う種
々 の 問 題 を 解 説 し て い る の で あ る 。
そ の 種 々 の 問 題 と は,株 式 会 社 の 四 つ の 特 性,即 ち(1}法的 実 体(legal
・entity)',2}恒久 的 生 命(continuouslife),【9、有 限 責 任(limitedliability),(4)
受 託 経 営(delegatedmanagement)とい う特 性 に 由 来 す る も の で あ る が,そ
'久野 注 レ
・れ らは
,一 言に して言えば,株 式会社会計 とい う非常 に多 くの利害関係 者の利
害 調整機能 を果す一 つの社会的制 度(aSOCialinStitUtiOn)たる会計 に 課 され
た問題で あ ると言え るので は なか ろ うか。
ピダ　　 の
会計コンベンションと株式会社
(AccountifigConvenetonsandtheCorporation)
会計 コンベ ンシ.ン は特定の資本形態 に関連 して適用 され る もので はない と
言 われ る。特 に,エ ンティティー ・コンベ ンシ 。ン は,単 独 の 資本主 に も,組 合
形 態 の場合 には二人以上の資本主 に も妥 当 し,ま た クラブの会員,共 同体の市
(久野 注1)R.A.Gordon,「BusinessLeadershipintheLargeCorporaton」
(Washington,D.C.,TheBrookingsInstitution,1948),P.147は,大会 社 に お け
る利 害 者 集 団 と して 次 の 八 つ を挙 げ て い る。
1,所 有主(株 主)。'
2.短 期 お よび長 期 の 貨 幣 貸 与 者 。
3.財 貨 の 供 給 者(仕 入先)。
4.得 意 先 。
5.競 争 関係 に あ る同 種 もし くは 関 連 産 業 諸 会 社 。
6.労 働 者 。
7,政 府 一 あ る種 の 用役 提 供 者,租 税 の徴 収 者,或 い は公 衆 の福 祉 の代 表 者 と
して 。
8,組 織 に必 要 な,主 と して 財 務 的,法 律 的,お よび 技 術 的 用役 の 提 供 者 。
〈久 野 注2)Corporationとい う用 語 そ の もの は,法 人 とか 会社 を指 す もの ～如 くで
あ るが,こ の 章 全 体 の 内 容 か ら判 断 して,会 社 の 申 で最 も典 型 的 な株 式 会 社(stock
corporation)とい う訳 語 を一 般 に採 用 し,事 情 に応 じて 法 人 も し くは 会 社 とい う訳
語 を使 用 した 。
な お,法 人 の 一 般 的 な 分 類 方 法 を,W.T.SunleyandW.J.Carter,「Cor-
porationAccounting」(TheRonaldPressComPany,1944),PP.7～9から整 理
して 示 せ ば次 の 如 くで あ る。*
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民,株 式会社 の株主 とい う資本主集団に も妥 当す る。エ ンティティー ・コンベ ン
シ 。ンは,こ れ らの組 織形態 のすべ てに妥 当す るけれ ども,株 式 会社の数 と規
模 における急速な発展が,会 計全般に,な かんつ く会計上の利益決定に,特 別
ぐ　　
.な考察 を要す るほ どに深い影響 を及 ぼ して きた。Husbandによれば,か5る
特 殊 な考察は,必 ず し も会計のみに関連す る もので はない と言 う。即 ち,
株 式 会社 の会計諸 聞題 に対す る理論 的研究 は ・ 個人企 業や組合企 業の会計諸 問題 に対 す
∴る理論 的研究 と同一 であ るべ きであ り,エ ンテ ィテ ィー概念 は理論 上何 ん ら変 化すべ き も
の では ない。 しか しなが ら,実 践上,個 人企業 や組合企 業が行 な う諸取 引に対 す る会計 手
続 は法律,法 規,そ して種 々の規 制団体 に よ って定 め られ た要請 に適合す るよ う修正 され
ね ばな らない。 そ こでか ～る研究 を受 入れ るには,今 日の会計文 献 に見出 され る数 多 くの
論 争 を取 除いて,そ れ らを その固 有の領域一 法 律(law),公共 政策(publicpolicy),
財務(finanCe)の領 域 に置か ねばな らない。
Littleto11の言 うと ころに よれば,株 式会社 は申 世の組合にその起源が あ り,
12・3世紀の イタ リーに普及す るに至 ったのであ るが,そ の 当時は利息 を とった
?
(1)
(2)
株主数く雛 麟:1器盤 罵 購)
一薩 灘 総調轍:::
t＼ 民 間 法 人(ci
vilcorporation)
(・)構成方法 く魏 麟 瀦 詔 灘 呈乱。)
/内 口 法 人(domesticcorporacion)'(4)設立 地
＼ 外 口 法 人(foreigncorporatton)
(1)同 じ よ うな考 え は,LewisA.Carmanに よって,"PrimaryAccoutingCon-
cepts",「TheJournalofAccountancy」,May1936,P.353で,次の よ うに 表 明
され て い66"企 業 実 体(businessentity)の財 産 とそ の負 債 は,所 有 形 態 とは 全 く
別 個 に 存在 す る。 。 それ らは独 立 して一 個 の営 業 単 位(anoperatingun三t)と考 え
られ て い る企 業 の 本 質 的事 実 で あ る。例 え ば,一 台 の トラ ックは,一 個 の 営 業 単 位
た る特 質 に少 し も影 響 を受 け る こ とな く株 式 会 社,組 合 もし くは 肢 の支 那 人 な どに
よ って も所 有 され るで あ ろ う。
く2)GeorgeR.Husband,"TheCorporate-EntityFictionandAccountingTheo-
ry",「TheAccountingReview」,September1938,p.253.
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ゼダ　　つ
り,貴 族が商業 に従事 した りす る ことが よ く思われなかった。 これ らの タブー
は現代 株式会社 の前駆的組織で あ る組合の形成 によっ て取除 か れ た の で あ る
が,そ の組合 では投資家の第三者に対 す る責任が 有限であった。
かsる 株式会社形 態は,そ の 有 限 責 任(limitedliability)とい う特 質 と
資 本主 の変更に関係 な く継 続 し て存 在 す る と い う理 由 によっ て,資 本調達
(raisingcapital)に理 想的手段 を提 供 し,か くして企業活動 をして一 人 もし く
は数人の限 られ た富に よって果せ るよ りも遙か に規模 を巨大にせ しめたのであ
る。
.株 式 会社 は法律の創造物(acreatureofthe.law)で～らるが故 に,ま た大 多
数 の人 間が何 ん らかのかたちで株式会社 によって影響 を受 け るが故 に,株 式会
社 は,厳 密 に言えば,私 的な人的企業 ではな く,直 接公益 に関連 す る経済活動
(economicactivity)を行な う組織形態 であ ると考 え られ る。
この ことが特 に会計上意義 を有 す る事柄 であ る ことは明白であ る。あの原初
的な会計 等式の機構 は,エ ンティティー と資 本主 との 単純 な関 係 を拠 出資本 と利
益 とに よって記録 した。一般的に言って,そ こには所有 と経営 の区別が なかっ
た。所有主 た る資本主(owner-Froprietor)は,自己の欲 す る評価 の 徴 標 をエ
ンティティー に使 わ せ る こ とが 出来 た し,ま た実際に使 わせ ていた。株式会社形
態 に よって増大 したエ ンティティー の規 模 が 経 営 と所 有 の職 能 を分 離せ しめた。
株式 会社 の持つ有 限責任 とい う特 質の為 に,債 権者はその会社 の採用す る会計
方法 に よって影響 を受 け る ことにな った。所得税(inCOmetaXeS)の普及 は株
式会社会 計の利害関係者(apartyatinterest)として政府 を導入 す る に 至 っ
た。 この公益が増大 し企業単位 の規模が増大 した結果,こ 、に ます ます会計記
録 の精密化が 顕われ るに至 った。 この精密化 とい うことは,あ の基本的会計等
式,ま た それが エ ンティティー ・コ ンベ ンシ 。ン に基礎 をお い てい る ことには,
何 ん ら根本的変化 を与 え る もので はな かったけれ ど も,記 録機構 に錯綜性 を導
入 す ることに なった。
これ らの種 々の変遷 と平行 して現 われた影響 として,評 価 の コンベ ンシ 。ン
(久野 注)拙 稿,"StephenGilmanの会 計 実 体 論(邦 訳)",「商 学 討 究 」,第10巻
第3号,p.99の(久 野 注2)を 参 照 。
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の原初的 目的が幾分曖昧 な ものに なって きた。それは,も はや非同質的な資産
と請求 権 を同質的 な もので記録す る為 の単な る便宜手段で はな くなっ てい る。
寧 ろ,か 、る評価の徴標 は,た とえそれが間違 ってい るに して も,価 値の反
映 として,時 には換金可能価 値の反映 として多 くの利害関係者か ら必然的に認
め られてい る。 この評価 の徴標 に対 す る誤解は,過 大評価(overvaluation)の
回避 を企 図せ る保守主義 の原理(thedoctrineofconservatism)を発展 させ,
所謂財政状態の静的表示(staticstatementofso-calledfinancialcondition)
(久野注1)
を して収益性(eamings)に優 先せ しめ る傾 向が あ る貸 惜 対 照 表 的観点(the
balancesheetviewpoint)を発展 させ,や が て単独資本主 に報告す るの とは別
に広範囲 に亘 る一般公衆へ会計数値 を報告す る実践 を発展 させ るに至 ったので
あ るが,こ の ことは,会 計 それ 自体の一連の通 則(rules),コンベ ン シ 。ン,
および原理(doctorines)とは関係が あるけれ ど も,そ れ とは別個 の報 告 に 関
す る一連 の通則,コ ンベ ンシ 。ン,お よび原理の発展 を もた らした。・
この会計(accounting)と報 告(reporting)の区別 は十 分に認識 されていな
げ　 なわ
い。か 、る区別 を行 なって も,実 践上の利点 は殆ん ど得 られな い。 しか しなが
ら,時 によって,か ～る推論 は報告 と会計が二 つの領域で あ ると認識 され ない
限 り曖昧 で あるか もしれ ない。 これ ら二つの機能が本 当に別個 の もので あると
い うことは,直 接会計の基盤 に 関 係 を持 た な い 連 結 財 務 表(consolidated
statement)のよ うな様式 に関連 して明白 に理 解 され るで あろ う。
重要な株式會趾の諸性格
株式会社と株式会社会計の諸問題 は極 めて広範囲に亘 るので,貴 重 な学術文
献で これ らの主題だけに言及 してい るもの も多い。
(久野注1)特 定 時点 にお ける財政状態 の表 示に力点 をお く立場 を言 うのであ り,そ
れは特 に資 産の換金性(realizability)を重視 す るので あ るが,こ れ に対 して,S.
Gilmanは,原価主義 に基 づ く期 間損益計 算 を重視 す る立場 を"損 益計 算書 的観点"
(theprofitandlossviewpolnt)と称 してい る。
(久野 注2)上 記 の如 く,S.Gilmanは,会計 と報告 を区別 して い るの であ るが,そ
の根 拠 を次 の よ うに説 明 してい る(ibd,p.9)。"……報告の諸方 法 と諸技 術 は,会
計 に限 ・た ものでは な く,工 学,法 律,経 済学,社 会学,或 い は経 験科学 の如 き関
連性 の ない分野 と殆 ん ど同 じ もので あ る。"
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しか しなが ら,こ の 当面の問題 に特 に関係が ある著 しい株式会社の特性が幾
つか存 在す る。その特 性 と は,{1}法的 実 体(legalentity),〔2】恒 久 的 生 命
(colltinuouslife),〔3}有限責任(limitedliabilty),および{4}受託 経営(delegated
management)であ る。
法 的 実 体
株式 会社 は,法 的 に一個 のエン ティティー と し て認 識 され て い る企 業組織 の一
形態で あ る。 エ ンティティー ・コ ンベ ンシ.ン は,個 人 企 業 や組合企業にお いて
も一一個の仮想物 として存在す る。
株式 会社 エ ンティティー の法 的 認識 は株 式 会 社 資 本 を負債 として法的 に認識 す.
る ことを意味す る もので もな く,法 的実体概念 は必 ず し も常 に妥 当す る もので
「久野 注1、
もない。 と言 うのは,連結財務表の認識や,公益事業の取得原価主義に対する最
高裁判所の判決には矛盾するところがあるか らで あ る。 そして,Husbandの
r久野tt2>
指 摘 す る如 く,所有 関 係 推 定 の 原 則(theprincipleofconstructiveownership)
に 基 づ い て エ ン ティティー を無 視 し て い る所 得 税 法 や 諸 法 規,不 当 な蓄 積 剰 余 金
へ の 課 税,人 的 持 株 会 社(personalholdingcompallies)への 附 加 税(surtax)
な ど に も矛 盾 す る と ころ が あ る か らで あ る。
ピの
Husbandは,更に所得 に関 して も留意すべ き矛盾が あ るとして,次 の よ う
な考 えを表 明 してい る。
エンティティー理論に従 う限り,株式会社の所得はその株主に対する所得を構成しない
(久野 注1)ア メ リカの 公 益 事 業 会 計(public・utilityaccounting)にお け る取 得 原 価
(aborihinalcost)とい う用語 の 使 用 は1930年代 の 初 期 に始 ま る もの で あ るが,そ
れ は 初 め て 公 益 事 業 に営 業 を譲 渡 した 人 に対 す る当該 営 業 の 原 価 を意 味 す る 。 従 っ
て,一 定 の政 府 の 公 益 事 業 統 制 機 関 の 監 視 の もとに 入 ・て くる資 産 に っ い て 言 わ れ
るの で あ るが,正 味 取 得 原価 は 取 得 負 債 を控 除 した もの で あ る。 な お,詳 しい 手続
な どに つ い て は,例 え ば,EricL.Kohler,「ADictionaryforAccountats」
(EnglewoodCliffs,N.J.,Prentice・Hall,Inc.,1957)pp.338,339を参 照 。
(久野 注2)原 文 はthepr三ncpleofcontractiteowneshipとな)て い るがcenst-
ructiveのミス プ リン トで あ ろ う。 な お,constructiveとい う法 律 用語 は,高 柳 ・末 延
共 編,「 英 米 法 辞 典 」(有 斐 閣,1957)p,95で,"そ の形 容 す る行 為 又 は物 が実 際 に
は存 在 しな い が,一 定 の 法 目的 の た め に,法 律 上 存 在 す る もの と認 定 す る場 合 に 広
く吊 い られ る形 容 詞"だ と説 明 され て い る。
(1)GeorgeR.Husbad,"TheCorporate・EntityFictionandAccountingTheory",
「TheAccountingReview」,September1938,P.243.
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とい うことが通常主 張 されてい る。 けれ ど も,そ の同 じ所得 が剰余 金 嘱黛方記 入 きれ るな
らば,そ れ は資 本金勘 定 に よ,て 示 され る株主権益 へ附加 されて株主 の全持分 を 保証 す る
ことにな る。 しか し,ど うして所得 としては株主 持分 でない ものが剰 余金 と しては株主 持
分 とな り得 るの であ ろ うか?
しか しなが ら,エ ンティティー は一 個 の エ ンティティー とし て決 して損 益 を生 ず
る もの で はな く,た 団資 本主 に対 す る債務 に増減 を生 ず る もの だ とい う意 味
で,土 ンティティー ・コンベ ン シ.ン が 厳密 に解 され るな らば,こ の特異 な困難
な問題 は生 じない。
株式会社 が一個 の法的実体で あ る ことを十分 に認識す る度合 は,そ の設立 と
支配の方法如何 に起因 してい る。 その設立は法 的な もので あ り,そ の特性 は法
文 によって予か じめ規 定 され てい る。その活動は法規 によって統制 され,種 々
の株式 会社会計諸 問題 の法文上の意味について不明確 な ところは裁判所 に よっ
て解決 され てい る。企 業会計(businessaccountng)におい て,株 式 会社会計
ほ ど法 的影響 を強 く且つ広範に受 け てい る ものは ない。
恒 久 的 生 命
株式会 社は,資 本主 の変更 とは無関係 に恒久的生命 を持 つ ことに も特 質が あ
る。
この ことは,そ の存在が一人 もし くはそれ以上 の資本主 に依存 してい る一般
の会計実体につい ては妥 当しない。例 えば,個 人企業 もし く は 組 合 企 業 の 場
合,或 る資本主 が死 亡すれば そのエ ンティティー も消滅 し,代 わ りの資本 主 が お
れ ば代 わ りの エンティティー が 存 在 す る ことに な る。
これ に反 して,株 式会社 エ ンティティー は,株 主 個 人 の死 亡,災 難,退 社,あ
るいは破産 な どとは無関係 に存続 す る。資本主 もし くは株主 は,実 践上 も理論
上 も何 ん らエ ンティティーに影響 を及 ぼす ことな く,そ の株主 権 を譲 渡 して他人
と代 わ る ことが出来 る。か くして拠出資本 は株主 間に幾 ら変動が あって も永続
してい る。
実践上 は勿論 の こと観念上 か ら言って も,創 業時の株主 すべ てが他人 に代 わ
ってしまった場合で さへ,同 額 の資本が不変で あ る ことは株式会社 エンティティ
ーについ ては可能で あ る。
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有 限 責 任
有限責任は株式会社形態の一つの特質である。一般的に言 うと,こ の こ と
は,全 額払込みを受けた株式会社の全額払込済みの株主は,そ の原初拠出資本
のすべてを失 うことが あっても,それ以上の出資 を課せ られ る責任が ないこと
を意味するだけである。
このことは,債 権者の立場か らすれば,極 めて重要な特質 で あ る。 債 権 者
は,た ゴ自己の債権を支払って呉れ るか どうかに関して株式会社エンティティー
ビダ　　う
を見 るに違 い ないので あって,他 の二 つの組織形態の如 くに資本主か ら直接損
失 の償 い を受 け る ことが 出来 ないか らで ある。
この有限責任 とい う面が,一 般 に株主 を してその拠出資本の 引出 しを行 なえ
ない よ うに してお り,配 当し得 ない資本 と配 当し得 る剰 余金 とを区別 す る意義
を強 めてい るので ある。 多 くの法律上 の会計問題は,か ＼る必要性か ら生 じて
い る。
債権者は,安 易 な株式 会社 の損益計算 やその配 当か ら保護 され ね ば な ら な
い。株式 会社 の取締役が 利益 の計算や配当宣言 について``大事 を と る"(on
thesafeside)あの必然的 な要請 は,大 いに保守主 義の意義 を強調 してい る も
ので あ り,従 って会計実践 に深 い影響 を与えてい る。
受 託 経 営
株式会社 の今一つの特質 は,経 営の受託 で あ る。
資本 と経営の単純 なる結合 は現代 の株式会社 には殆ん ど見 られ な い 。 株 主
は,法 律上規定 され た投票 によって,経 営 目的 に か な う代 表 者 た る 取 締 役
(d辻ectors)を選任す る。 これ らの取締役 は,更 に企業を運営す る為 に 株 式 会
社 の役 員(officers)を選任す る。
小規模 な非上場会社 では,一人の大株主が 取締役会(theboardofdirectors)
の選任 を操つ り,取 締役 の一員 にな る こと も出来 るし,取 締役 会に よって選任
され る最 高経営者(chiefexecutiveofficer)にな る こと も出来 る。大規模 な株
式会社 では,恐 ら く個人 としては総資本 の少部分 しか持 ち得 ないので あ り,そ
(久野注)個 人企業と組合企業。
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の 為に個 々の株主 と企業の関係 は乖離 した聞接的 な もの にな るで あろ う。
株式 会社 の株主が資本主 だ と考 え ることは,エ ン ティティー の 観 点 か ら す れ
ば,理 論 上正 しい。実践上 は,多 くの株主 が 自己 を資本主 だ とは決 して考 えな
い。 この ことは,株 式が証券市場 で活濃 に売買 されてい る株式会社 について特
に著 しい。
ニ ュー ヨー ク証券取引所 を通 じて株式会社の株式 を購 入す る人 は,通 常 自分
の 株式 の市場価 格が変動 す ることに よって受 ける損益 を考 えてい る。彼 は,株
劣の購 入 を商品取引の玉蜀黍 もし くは小麦の購入 と何 ん ら異 な らない と考 えて
い る。資本 と経営の必然的分離 は,取 締役 の責任 の重大性 を強 め る もの で あ
り,取 締役 に対 して投資 家を保護 す る目的で設定 された色 々 な法的保護の直接
1的誘因 に なってい る。
株式會肚資 本の諸形態
単独資本主 の エンテ.テ.一に対 す る請求権は単純 な関係 を示 してい る。 しが
しなが ら,株 式会社形態 には種 々の資本形態が 認め られ る。
特定時点 で,色 々 な配当率 を有 す る優 先 株(preferredstocks)や,議決権
くvotingpower),清算権(liquidationrights),配当金 支払不能の 場 合 に のみ
石 使 され る権 利 などに関 して種 々の異 なる規定 を執行す る色 々 な優先株 が発行
されてい ると,そ の発行分の あ る もの は転換株式で他は非転換株式 で あ り,衷
"たあ る ものは累積株式 で他 は非累積株式 で あるとい う理 由か ら資 本 主 と エ ン
ティティー の 関係(Froprietor-entityarrangement)は,もはや単純で 直 接 的 な
もので な くな る ことは明 らかで ある。
錯綜 せ る場合 として,色 々 な種類 の普通株(corumonstock)が発行 されて
い るか もしれ ない。 ある種類 は議決権 を有 し,他 は有せず,あ る種類 は他の種
類 の もの に対 して配 当優 先権 を有 す るか もしれ ない。
か ㌧る錯綜性 は,極 めて便 利な今 一つの会計 コンベンシ 。ンを必要 としてい
る。 この コンベ ンシ 。ンに よって,一 人 の人間が恰か も二人以上 の人 間で あ る
か の如 くに見倣 され る。即 ち,も し一人で若干 のA種 普通株,若 干のB種 普通
株,幾 何 かの6%累 積優先株,幾 何かの8%非 累積優先株 を所 有 しておって,
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その会社の役員 をや り,そ の会社の社債所有者 で あ り,更 にその会社 の得意先
であ るとす るな らば,こ の特 殊 な会計 コンベ ンシ.ン は彼 を一人で な くて 七人
で あるかの如 くに取扱 う。何 ん らかのかたちで,そ の株式 会社 は彼 について七
つの勘定 を設 けるので あるが,正 常の営業活動 で は決 してそれ らを結合す る こ
とはない。 これ ら七つの独立 した人格 のそれ ぞれが,そ の株式 会社エ ンティティ
ーに対 して ,一 定 の,時 には利害の反す る請求 権 もし くは債務 を有 してお るの
で あ り,そ れ らのすべてが単 純 な るエ ンティティー と資本 主 の 関係 を複 雑 な もの・
に してい るので ある。
株式會冠の利盆 決定
株式 会社会計において最 も重要 な問題は利益決 定(profitdetermination)の・
問題 であ る。
稼得 した以上の利益分配 を拒絶 して株式会社の資本 を蚕食 しない よ うに保全'
す る ことは取締役 の責任で ある。不幸 にして,利 益配当を制限 す る法文には必・
ず し も明瞭で ない ものが あ り,場 合 に よって は資本が配 当金 の支払に よって蚕.
食 され るか否か を判 定す る為 に裁判 を必要 としてい る。裁判所 は資 本 と収益の
区別(thedistinctionbetweencapitalandrevenue),減価償 却(depreciaton),、
減耗償却(depletio=n),受取勘定 もし くは棚卸資産の評価 といった よ う な専 門1
的 な会計問題 に判決 を下 さねば な らない。従 って,単 純 な理論 では蓄積 未処分
利益で あ る剰 余金 に も,相 当に法律上 の注意 や会計上の注意 が 向 け られ て い
る。
蓄積 未処分利益 を構成 しない或 る種 の剰余金が,し ば しば注 目され てい る。、
株主が株式の額面 もしくは郵載価格を超過して株式会社へ払込んだ額は・特騨
な剰余金勘定(specialsurplusaccou=nt)へ貸方記 入せ ねばな らない。 現 実 に
は,株 主 の全拠 出額 が資本で あ り,も しか ＼る仮想上の剰 余金が配当に利用 レ
得 ると考 え るな らば,か ～る配 当は株主 の拠 出資本の一部 を償還 す る ことを示
すだ けで ある。
更 にまtc,株主 による贈与(domations)もよ く知 られて い る。 かsる 贈 与・
は一種 の会計上の剰 余金 を生ず る。 この剰 余金が通常 その文字通 りの 意味で理
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解 され る営業利益(eamedprofit)を示す もの で ない ことは明瞭 で あ る。従 っ
て,会 計人 は真の利益剰余金(earnedsurplus)と資本拠 出 に 等 しい と考 え ら
れ る色 々な形態 の資本剰余金(capitalsurplus)とを厳密 に区別す る。 しか し
なが ら,剰 余金 と配 当の あ らゆ る問題 に,支 配的 な,そ して時 には混乱 した意
見 を持 ってい るのは,寧 ろ会計人 ではな くして裁判所で あ る ことを留意せ ねば
な らない。
多 くの産業 にお け る資本維持 と損益 計算 は,減 価償却費の正確 な計算 と配分
とに依存 してい る。それ故 に,裁 判所 は この 技 術 的 会 計 問 題(engineering-
accountingproblem)に関心 を持 ってい る。裁判 所の判決 は,幾 分混乱 を示 し
てい る場合が あ る。一般 に認識 されてい る減価償却の 目的 は,固 定資産 に投下
した原価 を回収す る ことで あって,そ の資産 を取替 える こと、は何 ん ら関係が
ビク　　り
ないのであるが,こ の両者の区別は必ずし も法的な認識を受けるに至っていな
い 。
株式會趾の支配
再び原初的エンティティー ・コンベンシ 。ンに言及するな らば,資 本主の著 し
い特質がエンティティー を支配す る特質にあることを思い起 こすで あろう。
原初的には,拠 出資本 もし くは蓄積利益を何時で も引出す など,こ の支配 と
い うことを色々な方法で行使す ることが出来 た。 株 式 会社 にお け る資本主
は,法 律の制限がある為のみな らず,殆 ん ど権 利 能 力 を有 しない少数株主
(minoritystockholder)を置 き去 りにする多数支配に関する実 践上 の 要請 か
ら,そ れほ ど自由には支配 とい うことを実行 し得ない。彼が配当金を欲した と
して も,彼 と同僚の大 多数の株主が彼に反対すれば,彼 は自己の望みをかなえ
る権能を有しない。彼が 自己の資本 を引出そ うと欲する場合,た とえ会社に債
権者が ない として も,株主達の同意が ない限 り,か ～る行為は認められないで
(久野注)伝 統 的な原価 主義に基づ く減価償却論は,減 価償却を固定資産原価の回
収手続と見倣 しているのであるが,か ～る発生主義会計には金融的要因の考察を欠
く弱点が内包されてお り,それが為に最近ではか、る伝統的な減価償却観に対する
再検討が行われている。即ち,資金会計(fundaccounting)と称 されているもの 、
が,そ の一つの現われである。
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あ ろ う。配当金の支払 も受け られず拠 出資本の 引出 し も行 なえないで不満で あ
るな らば,た ズーつだ け頼 りにな る ことが あ る。即 ち,そ の株式 を売却す る こ
とで ある。
大規模 な株式 会社 ではエ ンティティー と資 本主 を隔 て る溝 が 非 常 に 大 きい の
で,会 社 を支配 す るには50%以上 もの議決権株(votingstock)を持 つ ことを必
要 としない。 しば しば一人 もし くは一 グル ープが総発行株式 の恐 ら くほんの 一
部 を所有 す るだけで その会社 を支配出来 るで あろ う。
秘 密 積 立 金
多 くの株式会社では資本主の権限と責任が大いに限定を受けてい るので,株
主 自身の代表者たる取締役は,し ばしば自分自か らの立場を離れて株主 を保護
す る必要を感じ,実 際に株主 による過大な配当要求 を防 ぐ為に会社の財政状態
を過小表示する必要を感ず る。
この特殊 な過小表示(understatement)の様式はe)しばしば``秘密積立金"
〈secretreserve)の設定 と言われてい る。この語句は適切でない。と言 うのは,
それは,一 般に正し くは資産 として示 さるべ き支出をたまたま費用に計上する
ことによって生ずる資産の過小表示に基づ くものだか らで ある。 この種の不正
表 示は,そ の目的か らして企業の真の所有者を保護することになるので,温 情
主義を示す場合が ある。それは∫しばしば保守主義 として正当化 されている。
時 によって,そ れは株主を欺む く手段に利用され,会 社内部の者が会社の株式
を売買す る目的か ら真の財政状態に関する内密の知識を利用して個人的利益を
得 ているのである。
株 主 へ の 公 開
情 報 に対 す る 株 主 権 の 認 識 に はU.S.SteelC。rp。ratio11が1902年に 作 っ た
(久野注)
先 決例があるに もか ㌧わ らず,株 式会社の経営者は,恰 か も株式会社 エ ンテ ィ
(久野 注)UnitedStatesSteelCorp.v.Hodge,64N.J.Eq.807,54Atl.1。
株 主 総 会 に先 立 っ 基 礎 事 実 に 基 づ く株主 の 個 人 的利 益 は,小 数 株 主 に対 す る詐 欺 も
し くは圧 迫 とな らな い 限 り,投 票 を失 格 にす る こ とに な らない し,ま た個 人 的 利 益
を受 け る株 主 が 採 択 す る決 議 案 を無 効 にす る こ とに もな らな い とい う主 旨 の 判 決 例
で あ る。 詳 し くは,例 え ば,H.W.Ballantine,「BallantineonCorporations」
(Chicago,CallaghanandCompany,1946),p.401を参 照 。
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テ ィーの利害が その株主 の利害 と一致 しないか の如 く,会 社の利害 に反 す ると
して株主 へ或 る種 の事実 を公開す る ことを拒絶す る ことが ある。
一般 に論議 された聞題 で且つ重大 な影響 を持つ と考 え られ る ことは ,競 争相
手 が単 に内部の情報 を得 ん とす る目的か ら少数 の株式 を購 入す るか もしれ ない
とい う危険 について 団あ る。 しか しなが ら,そ れ以外の場 合,エ ンテ ィテ ィー
は その特質が 一個の擬制的人格 た る ことか ら変わ った よ うに思われ るので あっ
て,そ れ 自体が所有主 とは独立せ る,そ して時には所有主 と相反する権利や立
場 を固守す る一個の実在する人間の属性を持つに至ってい る。
株式會融の錯 綜性
株式会社形態 の一つの興味 あ る影響 は,単 一の エ ンティティー が 従 事 して い る
広 範 囲 に 亘 る企 業 活動について見 られ る。
往 時の単 純 な資本形態 では,取 扱われ る仕事 と言 えばギ 「つの基本的活動が
すべて 冒あった 。現代 の株式会社形態では,一 つの エンティティー が数 多 くの 独
立 した企 業 活 動 に従 事 してい るのであって,製 品(finishedproducts)の製造
・に必 要 な原材料(rawmaterials),貯 蔵品(supPlies),或いは部分品(parts)
・の 製 造 も し くは 生 産 と結 び つ い て ,一 種 の み な らず 多種 の製品(final
=products)を製造 してい ること もあ る。エ ンティティー が,そ れ 自身 の鉄 道 もし
くは他 の運輸組織 を所 有 してい ること もあ り,そ の従業員 に賃貸 しす る不動産
・(realestate)を所有 す る こと もあ る。
この広範囲に亘 るエ ンティティー の 活動 は,大 規 模 な株 式 会社 の損益勘定の実
在 数が数千 に も及 ぶ ほ ど勘 定分類(accoulltclassification)を精 緻化せ しめ る
配 至 ってい る。
関 係 会 社
これ らの 種 々 の 活動 が独立 して法人組織 になってい るとすれ ば,或 る株式
会 社 エ ンティティー が 他 の株 式 会社 エ ン ティティー の株 式 の全 部 もし くは大 部分 を
所 有 す る場合 もあ る。
GeneralMotorsやU.S.SteelCorporationの如 き大規模 な株式会社,そ
ん て大規 模 な公益会社(utilitycompanies)の幾 つかは,そ の会社相互の 関係
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が極 めて錯綜 してい るで あろ う。
或 るエンティティー を他 の エ ンティティー が 所 有 す る ことは,何 か興 味 あ る会計
問題 を提起す る。例 えば,そ れ ぞれ十二の工場 を有 す る極 めて類 似 した二つの
事業 を考 えて見 よ う。先 ず,会 社が種 々の工 場の全部 を所有 し,こ れ らを部 門
として取扱 うとすれ ば,た 冥一つのエ ンティティー が 考 え られ る。
次 に,親 エ ンティティー (parententity)カ∫十二 の従属 エンティティー (subsidiary・
entities)を所有 して支配 して い るとすれ ば,十 三 の異な るエ ンテ。テ,一が考 え
られ るで あろ う。 それ ぞれの エンティティー は,法 律 上独 立 した別 個 の人 格 で あ
る。 それ ぞれ,そ れ 自身の株主 の記録を保持せねば な らず,年 次総 会(annual
meetings)を開 き,取 締役 と役員 を選任 し,そ して株式会社 の手続 を特質づ け
てい る手の こんだ慣例 を遂行せ ねばな らない。それで も,現 実 には,そ の両者
の状況 に殆ん ど基本的 な差異 は存在 しない。企業 家は当然 その両者 を同様 な も
の,即 ち,両 者 には同数 の有形 の営業実体(operatingentity)が存在 す ると考
え る。
未 実 現 利 益
た 団一つのエ ンティティー が 考 え られ る前 者 の場 合 に は,或 る部 門 もし くは工
場が,他 の部門 もし くは工場へ振替 え られ る原材料 を生産 してい るの か もしれ
ない。一企業の或 る部分か ら他の部分 への振替 え,或 る部門か ら他の部門への
振替 え,ま た或 る工 場か ら他の工場 への振替 えに よって利益が実現 しない こと
は,会 計上衆知 の事柄 であ る。それ故 に,か ㌧る振 替えは,す べ て 原 価 主 義
(thebasisofcost)で行 なわれ る。
しか しなが ら,或 る株式会社 が他の株式会社 と取引 を行 な う場合 には,た と
へそれ らが共 に所有 され支配 されて いる として も,か 、る制限 は何 ん ら存在 し
ない。か くして,B従 属会 社 はC従 属会社 に利益 を得 て販売 す る こと も可能 で
あ る。A親 会社の観点か らすれ ば,B会 社 とC会 社 は部 門た るに過 ぎない。 し
か しなが ら,法 律上 それ らは独立 したエ ンティティー で あ り,相 互 に商 品 の 販 売
に よ って 利益が得 られ る。
連 結 財 務 表
・この会社相互間の売買が ,連 結財務表 の調整 を含む一連 の困難 な会計上の晦
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領 を導入 してい るの で あるが,そ の連結財務表調整の 目的は,独 立せ る株 式会
社 で あ るとい う法律上 の仮定 を無 視 して,個 々の株式 会社 の報 告書 を一つの総
括 的報 告書(compositerep。rt)に纒 め,同 時 に会社相互 の利益 と会 社 相 互 の
請求 権を除去す ることで あ る。
連結財務表 の 目的は,恰 か も一つの会社 で あるかの如 くに全集団の一覧表 を
示 す ことで ある。 こ㌧に,実 際は全 く会計上の問題 でない報告上の困難 な技術
約 問題が存在す るので あ るが,会 計それ 自体 は,エ ンティティー と密 接 に結 び つ
い て い るの で あ るか ら,基 本的 コンベ ンシ 。ンを乱す ことになれば必ず崩壊 し
て しま う。それ故 に,前 者の部門 化され た企業で は,一 つの会計実体 と一つの
会計組織が存在 す る。後者 の場合 には,十 三の会計実体 と十三 の会 計組織が 存
在 し,十 三 のエ ンティテ。一は,た 団連結財務表 作成 の 目的か ら一つ として取扱
わ れ るので あ る。
株 式會献資産の創業時評価
株式会社会計の一つの重要な問題は,株 式 と交換に取得 した資産の評価 に関
連 してい る。
多 くの株式会社 は現金主義(cashbasis)で設立 され るけれ ども,株 式会社
が或 る既に存在す る企業の財産 と交換に株式 を発行することも稀ではない。法
律上は,虚 偽の ない限 り,株式会社の取締役の判断が受入資産の評価 を左右す
るものと一般に考えられてい る。しかしなが ら,し ばしば新たに設立 された株
式会社の株主や取締役が当該会社に資産 を売却す る人と同一人であることが あ
る。法律上の専門的事項 を無視す るな らば,こ の間の事情は一人で販売 と購入
を行な う事情に類似してい る。
他の観点か らすれば批判の出る問題ではあるが,資 産 と交換に発行 される株
式 がその資産 と同額である場合,か ＼る新たに取得 した資産 を如何な る数値で
記録 しよ うとも,会計の基本的 コンベンシ。ンには,そ れを妨 げる何 もの も存
在 しない。
しかしなが ら,過大評価 によって株式の取得に過大な対価 を支払わ され る爾
後 の株主の権利を考慮す る必要が ある。かって会社設立の時に株式 を取得 した
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人達が,そ れを永久に保持 し続 け るとすれば,そ して債権者が欺 むかれない と
すれば,か くして取得 した資産の評価 は重要 な ことで はない。
しか しなが ら,普 及 した株 式 販売 競 争(stock・sellingcampaign)に備 え て
発 起人(promotors)が過 大な資産価額 を適用す る ことが 少 くない。か ＼ る内、
部者 でない投資家の保護 は,今 日公益 の問題 として考慮 されてお り,法 律家,
裁判所,そ して規制団体が,創 業時に株式会社 エン テ.ティー へ 附 け られ る過大
な 資産 評 価 額 に つい て疑惑 の眼 を もって監視 してい る。
しか しなが ら,明 らかに原初の資産所有者の会計記録 に さかのぼ らな ければ
一一一それは必 ず し も容易な手段で はない・一 一資 産 の過大評価 を検証す る ことは
難か しい。債権者の保護 を考 えな くてよいな らば,そ して株式の売買が永久 に.
な くて個 々の所有主 に変動がな い とすれば,株 式会社の創 業時 に如何な る価額.
を資産 に附 そ うと も何 ん ら困難 は生 じないで あろ う。附 け られ る価額が 大 きけ
れば大 きいほ ど,毎 年の減価償却額 は大 きくな るので あって,解 散時におけ る
究極の損 益は創業時の資産評価 の如何 にか ～わ らず同額 であ る 。 厳 密 に エ ン
ティティー の観 点 か らす れ ば,か 、る過 大評 価 とい うことは存在す る筈が ない。、
註 内 株
株式会社が 自己の株式 を扱 う場合,興 味 あ る面 倒 な 会 計 問 題が起 こって ぐ
る。
一般的 に言 って ,利益剰 余金がな い場合,株 式会社 は法律上 自己の株式 を購
入す る ことが出来ない。 と言 うの は,他 の株主 を無視 して一 人 もし くはそれ以
上の株主 の拠 出資本 を償還 す る ことに等 しいか らであ る。従 って,再 取得株式
(reacquiredshareofstock),即ち社 内株(treasurystock)は利 益 剰 余 金 の
控除項 目で ある とい う一 つの想定(fiction)が打 ち樹 て られてい る。
株式会社 は,か ㌧る再取得株式 を保 持 しないで,そ れを任意 の価格 で売却す
る こと も可能 であ る。従 っ て,社 内株の売 却に伴な う損益要素が あ るよ う1ど思。
われ る。 しか し,権 威者達の申で も,か 、る損益が,真 の損益 であ るか否 か,
またそれ らが資本の修正 を示 す もので あるか否か については未だに意見が一致
し ていない。
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売 却 損 益
権威者達の申に は,株 式会社が 自己の株式 を扱 う場合,真 の損益要 素は存在
す る筈が ない と主張す る者 もあ る。更 に,か ＼る損益 は商品 の販売 によって生
ず る損益 と同様 であ ると主張す る者 もあ る。 この後者 の グル ープに入 る人 は,
ま さにRobertH.Montgomeryにほかな らな い。.Sanders,Hatfield,および
わ
Mooreも,特 に"か ＼ る損 益 が 少 額 で あ る場 合"に 賛 意 を表 し て い る。Bacas。
ぐヨノ
Madden,およ びRosenkampffは,社 内 株 売 却 益(profitontreasurystock
sold)は"損益 計 算 書 に 独 立 項 目 と し て表 示 す べ きで あ る"と 述 べ て い る。 こ.
の 手 続 は,株 式 の 売 買 が 公 開 市 場(openmarket)で 為 さ れ る場 合 に の み 是 認
し得 る と指 摘 さ れ て い る。 社 内 株 が 株 式 会 社 に贈 与 さ れ る とす れ ば,ま た そ れ
が 任 意 の 価 格 で 売 却 さ れ る とす れ ば,"そ の 売 却 価 格 の 超 過 分 は利 益 で な くて
資 本 剰 余 金 と考 え られ るで あ ろ う。"
エ ン ティティー ・コ ンベ ン シ 。ン に よ る分 析
この 問 題 を エ ン テ,テ ィー コ ンベ ン シ 。 ンに 基 づ い て厳 密 に考 察 す る な らば,
もっ と興 味 あ る論 究 が 生 ま れ る。
エ ン テ ィティー ・コ ン ベ ン シ.ン は,借 入 金 に 対 す る エ ン ティティー の 負 債 と資
本 主 の 拠 出 資 本 に対 す る エ ン ティティー の 負債 とに 何 ん ら会 計 上 の 区 別 を 認 め な
い 。 両 方 と も負 債 な の で あ る。 従 っ て,こ の 問 題 を 探 究 す る一 つ の方 法 は,三
人 か ら$1,000づ っ 借 入 れ て い る個 人 企 業 を 想 定 す る こ とで あ る。
そ うす る と,エ ン テ ィテ 牙一 の 貸 借 対 照 表 の 負 債 側 は 次 の よ うに表 示 さ れ る で
あ ろ う。
.JohnSmithに 対 す る負 債 ・ ・ …$1,000
GeorgeBrownに対 す る負 債 ・ ・ …1,000
WilliamWhiteに対 す る負 債 ・ ・ …1,000
JamesBlackに 対 す る負 債 ・ ・ …5,000
負 債 総 額 ・ ・ ・ ・ ・ …$8,000
(1)'Sanders,Hatfield,andMoore,「AStatementofAccountingPrinciples」
(NewYork,AmericanInstituteofAccountants,1938),P.90.
(2)Bacas,Madden,andRosenkampff,「AuditingProcedurel(NewYork,The
RonaldPressCompany,1937),pp .328,329.
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この例示 では,JamesBlackが資 本 主 で あ る と仮 定 し て い る。Smith,
:Brown,およびWhiteに 対 す る債務が三 枚 の6%利 付 の10年の 約 束 手 形
(promissorynotes)であ るとすれば,エ ンティティー は,こ れ らの 各 債 権 者 に
'対し て一 年 に$60の利息 を負 うことにな り,十 年後 には彼等に それぞれ$1,000
を 負 うことにな る。,
JohnSmithが,貸付 けを為 した直後 に心 変わ りが して,エ ンティティ■…一へそ
の 手形 を$1,000で売却す るとす る。エ ンテ,テ.一・…は,そ の手形 を無 効 に し
「sいで再びWalterJonesに$1,000で売却す るとす る。WalterJonesから
金銭 を受 入れた際 に,そ の うちの$1,000は彼 に対 す る負債 として記録 され,
一方 その うちの$100は 支払 利息に課 して消却 され る繰延貸記項 目(deferred
・cτedit)として処理 され る。換言すれば,エ ンティテ.一の観点か らす る と,そ
れは資本主勘定(proprietor'saccount)、に対 す る繰延貸記項 目で あ り,毎 年資
本 主勘定へ借方記入 され る支払利息 に対す る控除項 目で あ る。 か ＼る額面超過
金 は,勿 論,社 債の発行 には よ く見 られ る もので あ るが,手 形 の発行に関 して
も類似の勘定 を用い てな らない理 由は何処 に もない。 エ ン ティティー はWalter
Jo亘esに毎 年$60の利息 を支払わねばな らないが,そ れは現金勘定へ貸 方 記 入
され,損 費勘 定へ借方記入 され る。毎年$10だ け支 払 手 形 額 面 超 過 金 勘 定
・(PremiumonNotesPayable)から支払利息勘定(lnterestExpense)へ振替
え られねばな らない。
これ らの手形が10年で な くて100年で満期にな るとすれば,同 上の原始記入
で は,そ の額面超 過金 を毎年$10.ではな くて$1だ け 消 却 す る ことにな る。
手 形 の満期が100年でな くて1,000年で あ るとすれば,そ の支払手形額 面 超 過
金 は毎年10セン トの割合で消却 され る ことにな る。 この手形債務が永 久的 な も
の で あるとすれば,そ の支払手形額面超 過金は決 して消却 され ることな く永久
・に資本主 勘定に対す る繰延貸記項 目として残 るで あろ う。
エ ンティティー ・コ ンベ ン シ 。ンに よれ ば,資 本主 の拠 出資本 はエンテ,ティニ
の 負債で ある。従 って,株 式会社 におけ る株主 の拠 出資本 は,法 律上の反論 を
無 視 す るな らば,株 主 に対 す るエ ンティテ.一の負 債 と考 えねばな らない。 され
ば,こ の例示 ではJohnSmith,GeorgeBrown,およびWilliamWhiteが株
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式 会社 に各々$1,000を出資 し,そ の会社の$5,000の持分 はJamesBlackが
所有 して ると考 え直す ことが 出来,彼 等四人が 等し く株主 だ と考え られ る。法
律 上の禁制 を無視 して,JohnSmithが彼の株劣 をエ ンティティー に$1,000で
売 却 す る と仮 定 す る。 この株劣 は社内株で あってWilliamJonesに$1,100で
再売 されtcとす る。 この$1,100のうち,$1,000はエ ンティティ・…のWillia皿
.Jonesに対 す る負債で あ る。$100は一種の株式額面超過金 と も,ま た負債 と
も考 え られ る。 この$100と い う貸記項 目は,配 当に充 当 され る繰延貸記項 目'
と 考 え られ るか もしれ ないが,資 本 として示 され る負債 は恒久 的 な 負 債 で あ
るか ら,こ の$100と い う繰延貸 記項 目は永 ク、に会 計 記 録 に残 り,William
Jonesの配 当に課 して消却 され る ことはない。
類推には幾 多の危 険が あ る こと も承知 してい るが,ひ とたび エンティティー ・
コンベ ンシ.ン を適 用 した ら如何な る種類 の会計問題 に もそれ を利用 す る覚悟
の ある人達 に とっては,こ の当面 の類推が何か分析的 な価 値 を持ってい るよ う
に思 われ る。 この類推 と主張 は,社 内株 の売却が エンティテベーに対 す るその原
価 よ りも高い額で行われ7cことか ら生 ず る``利益"(profit)が所得 に対 す る,
従 って資本 に対 す る恒久 的な繰延貸記項 目の性 質 を有 し,株 式 会社 それ 自体 が
解散す るまで に実現 す る所得項 目で ない ことを論理的 に示 す もので あ る。か ＼
る恒久的な繰延貸 記項 目を``資本剰 余金"(capitalsurplus)と名 づ け る こ と
は,単 な る用語上の事柄で あるが,一 っの資本項 目た るその名称の意味 内容 は
極 めて論理 的で正 しい と思われ る。
社 内株が損 失を蒙む って売却 され るとすれば,そ の損 失額 は所得 に対 す る,
t従って資本 に対 す る恒久的 な繰延借記項 目(deferreddebit)を示す こ とに な
る。 ノ
権威者達の諸見解
異 な る立論 に基礎 をおい てい るとは言 え,大 多数の権威 者達 は大体 同一 の結
論 に到達 してい るよ うに思われ る。
ぐ　　
Marpleは,c`社内株が株式会社に対する原価以上で再発行され る場 合 には
(1)Raymond'P.Marple,「CapitalSurplusandCorporateNetWor止 」(New
York,TheRonaldPressCompany,1936),p.74,
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ほう
資本剰 余金の一項 目が生ず る"と 述べ てい る。「Accountants'Handbook」はr
資本剰 余金 の申 には``会社の 自己株 もし くは債務 を有利に再取得な いし処分 し
tcことか ら生 ず る利得(gains)"が含 ま るべ きだ と言明 してい る。 アメ 」力会ゆフ
計 士 協 会 の 利 益 剰 余 金 の 定 義 に 関 す る委 員 会(TheCommitteeon.Definition
ofEdmedSurplus)は,``資本 剰 余 金 は 払 込 剰 余金(paid-insurplus)と再 評
価 剰 余 金(revaluationsurplus)から成 る"と 言 っ て い る。 同委 員 会 は,払 込
剰 余金 に 含 め るべ き勘 定 科 目の 申 に``社 内 株 再 売 益"(profitsonresaleof
treasurystock)を挙 げ て い る 。
こお
Hatfieldは,次の よ うに主 張 してい る。``再取得株式が購 入価格 以上で売 却}
され る場合,そ の超過額 は明確 にその項 目の性質 を示 す何 ん らかの勘定 に貸方
記入 されねばな らない。社 内株売却超過金勘定(PremiumontheSaleof
TreasuryStock)の如 き勘定科 目が 良いで あろ う。それは当期の損益勘定 もし
くは一般 の剰 余金勘定へ貸方記入 さるべ きで はな、い。"
くわ
Kesterは資本 剰余金 の ご く一般 的な源 泉の中 に,``社内株 の購 入価格以 上で
の再売"を 挙 げてい る。Sanders,Hatfied,およびMooreは,再 取 得 株 式 の
売 却か ら生 ず る剰 余金 を資本剰 余金 の一項 目に含 めてい る6
ゆ 　
Mckimseyは,社内株の売却損益 は"剰 余金,即 ち資本剰 余金勘定"に 振替
え るべ きだ と勧告 してい る。
ア メ リカ会計学会の常任委員会(TheExecutiveCommitteeoftheAmerican
AccountingAssociation)は,その二十 の公準(postulates)の申 で,株 式会社
資本金の主要な附加項 目を二つだ けに大別 してい る。即 ち,払込剰 余金 と利益瓢
余金 で ある。公準15は,再 取得 株式 の売却か ら生 ず る利得は払込資本の一項 目
(1)「Accountans'Handbook」(NewYork,TheRonaldPressCompany1934),
P.965.
(2)「AccountingTerminology」(NewYqrk,AmericanInstitutePublishing
Co.,Inc.,1931),p.119.
(3)HenryRandHatfield,「Accounting」(NewYork,D.Appleton.Century
Company、Inc.,1927),p.183.
(4)RoyB.Kester,「AdvancedAccounting」(NewYork,TheRonaldPress
Company,1933),p.526.
(5)JamesO.Mckinsey,「AccountingPrinciples」(Cinclnnati,Ohio,South-
WesternPubIishingCo.,1931),P.480.
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で あ るとしてい る。公準18は,"利益剰余金 は会社 の 自己株の取引か ら生 ず る'
如 何な る貸記項 目を も含 むべ きでない"と 述べ てい る。
貸 借対照表 の勘定分類
株式 会社 の再取得株式の売却損益の問題 は,今 一 つ論義の的 となってい る会
計問題 と密接 な関連 を有 す る。即 ち,再 取得株式 は,そ れが 売却 され るまでは
株式会社 の資産で あるか否 かの聞題で あ る。
この問題 は必ず し もこの著書 の主題 に関係が ないので あるが,因 み に権威者
達の大 多数 は,か 、る再取得株式 を資産 と見倣 さな い よ うに思われ る。
ア メリカ会計学会の常任委員会 は,か 、る株式が``資産 とい うよ りも資本や
剰 余金 の総括 的控除項 目(anunallocatedreduction)と見倣 さる"べ きだ と言
ってい る。
ピの
「会計原則要 覧」(AStatementofAccountingPrinciples)によれば,再 取
得 株式 は,"厳 密 に言 うと,資 産で はな くて資産を取得す る為に用 い られ る一
つの手段(allinstrument)を示 す もので ある。"この同 じ権威団体 は,貸 借対
照表 を調査 した と ころ,1933年にはその45%が社 内株 を資産 として示 してい た
が,1936年にはかsる 傾向 を示すの は28%に過ぎなか った こと を指 摘 し て い 、
るQ
ほ　
Husbandは次 の よ うに確 言 し て い る 。
組合員の組合からの引出金は,そ の引出口と新たな組合員が資本を拠出するまでの期間
が如何に短かくても,資産に示 さるべきだと主張する会計人は殆んどいないであろう。し
か しなが ら,社内株がかくの如く示 さるべきだと主張する会計人は多いのである。
社内株の配当金
会社自体の金庫 に保管 してあるその会社の株式の配当金の取扱いは,大 多数
(1)ExecutiveCommitteeoftheAmericanAccountingAssociation,"ATentative
StatementofAccountingPrinciplesAffectingCorporateReports,"「TheAcco-
untingReview」,June1936,pp .190,191.
(2)Sanders,Hatfield,andMoore,「AStatementofAccountingPrinciples」
(NewYork,AmericanInstituteofAccountants,1938),p.90.
(3)GeorgeR.Husband,``TheCorporate.EntityFictionandAccountingThe-
ory,"「TheAccountingReview」,September1938,p.250 .
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の権威者達が社内株は利益を生 じないと主張 しているに もか ㌧わ らず,上 述 し
たと同じよ うな幾多の論議 をか もし出している。 この見解は,「 会 計 原 則 要
覧」に,``再取得株式の配当金は会社の収益として報告 さるべ きでない"と 述
べ られている。
アメリカ会計学会の常任委員会は,公 準12の項で,か ㌧る配当金の支払を収
益か ら除外している。
ズい
アメ リカ会計士協会 が作成 し7「 株式会社会計の監査 」(AuditsofCorp()d
rateAccounts)には次 の如 く述べ られてい る。``株式会社が 自己 の金庫 に保管
してい る自己の株式 を資産 として示 す こと も,も し適切 に公開 され るな らば, ,
事情 によっては認 め得 るで あろ うが,そ の よ うに保管 されてい る株式 の配 当金
は,そ の会社の収益勘定へ の貸記項 目として処理 すべ きでない 。"
償 還 株1
株式 会社の 自己株 の 購 入 や償 還 か ら生 ず る見 せ か け の 損 益(apparent
profitorloss)がある場合 には,し ばしば問題が起 こって くる。
か ＼る購 入や償還 は資本の控除項 目を構成 す る。
エンティティー ・・コ ンベ ンシ,ンは ,利 益 が 資本主 に対 す るエ ンティティー の 債 務
の 増 加分 で あ る と考 え る。例 えばエ ンティティー が 現金 で 丁度$4,000有す る株
式 会社で あ り,そ の資 本が$1,000つつ拠 出してい る四人の株主 に よって示 さ
れてい るとす れば,そ の うちの一人 は,債 権者 もな く法 律上 の 制 限 もな い 限
り,満 場一 致の同意 によって彼 の株式 をその株式会社 に$800で売却す ること
も可能 で ある。
この取引 を終 え ると,そ の株式会社 は$3,200の現金,$3,000の資本的負債,
そ して剰余金 によって示 され る$200の利得 を表示 す るで あろ う。 これが$3,000
か ら$3,200に資本増加 を きた した テ ス トによ る真の利得で あ る ことは,殆 ん
ど疑 う余地 が ないで あろ う。しか しなが ら,そ れは決 して営業利得(operating
ごヨク
gain)`では な い 。Marpleは,それ が``企 業 に 残 留 し た 拠 出 資 本"(contributed
(1)「AuditsofCorporateAccounts」(NewYork,AmericanInstituteofAcco-
untants,1934),p.24.
(2)RaymondP.Maple,「CapitalSurplusandCorporateNetWorth」(New
York,TheRonaldPressCompany,1936).p.105.
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capitalleftinthebusiness)であ り,従 っ て そ れ は資 本 剰 余 金 に対 す る貸 記 項
目 で あ る と言 う。 ・ ビ
「Accountants'Handbook」は,そ れ が 払 込 剰 余 金 で あ る と言 う。
ほ ク
Hushan.dは次の よ う・に考えてい る。"後 に残 ってい る株主達の立場 か らす れ
ば,か 、る取引は,そ れが実際に資本 を増加 させ るので あ るか ら,明 確 な利得
を示 す ことにな る。彼等の観点 か らすれば,そ れは配 当支出の対象 となる利益
剰 余金項 目とさへ考 え られ る。 しか しなが ら,株 式会社の観点 か らすれば,そ
れは蓄積(saving)を示 す もので あって利得(gain)を示す ものでは ない 。株
式 会社 の正味財産(networth)は,増加せず して単 に再修正 され るだけで あ
る。"
ぐ　ク
Broadは,1938年5月1日 付 の 証 券 取 引 委 員 会(theSecuritiesandEx・
cha㎎eCommission)の通 牒 か ら次 の よ うに 引 用 し て い る 。
株式が再取得されたり償還された りする場合,そ れから生ずる剰余金はすべて資本であ
り,資本として会計処理が行なわれねばならないし,また爾後の発行にか ～わる全収入 も
資本として取扱われねばならないことが認識 されている。 このような性質の取引は,株式
会社の利益ないしは利益剰余金をもたらす ものではない。
ゆラ
アメリカ会計学会の公準15は,``再取得株式の売却益や割引で購入 した再取
得株式の償還益"を 資本剰余金 として分類 している。同会計学会は,利 得でな
くて損失が生ずる場合について,公 準16で次のよ うに明記してい る。 そ れは
``当該株式に帰属 している払込剰余金の一定部分 を超過しない額まで,払 込剰
余金へ借方記入 さるべ きであ り,か くして も填補 し得ない原価部分に関しては
利益剰余金に借方記入 さるべ きである。"こ れを更に説明す るならば,株 主の
拠出した分はビター文た りとも利益剰余金に貸方記入 さるべ きで は ない が,
(1)GeorgeR.Husband,``AccountingPostulates:AnAnalysisoftheTen-
tativeStatmentofAccountingPrinciples,"「TheAccountingReview」,De.
cember1937,p.398.
(2)SamuelJ.Broad,``CooperationwiththeSecuritiesandExchangeCommi-
ssion,"「TheJournalofAccountancy」,August1938,P.84.
(3)ExecutiveCommitteeoftheAmericanAccountingAssociation,``ATen-
tativeStatemetofAccountingPrinciplesAffectingCorporateReports,"「The
AccountingReview」,June1936,PP.190,191.
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``株主持分( stockholder'sequity)の償還 は,そ の償還額が払込資本部分 を超
過 する場合,実 際 には利益剰余金の分配 にな るで あろ う。"
結 論
要 約 してみ ると,株 式会社の会計実践 に及 ぼす影響 は,そ れが基 本的 会計 コ
ンベ ンシ。ンを修正 してい る点で顕著 になってい る。株式会社形態 は,エ ンティ
ティー ・コ ンベ ンシ。ン を正 当化 し てい るけれ ど も,そ れ と同時に,そ の実践上
の適用 を{1贋本的負 債の有限性,(2}資本主 の変動 とは無 関係 に 恒 久 的 な エ ン
ティティー の 生命 が あ る とい う概 念 を附 加 してい る こと,そ して(3)資本 と経営の
分離 とい うことによって修正 してい る。
株式会社 が公益 に影響 を及 ぼすが故 に,評 価 の コンベンシ 。ンは,も はや責
任 および責任解除 とい う資本主 とエ ンティティー の 関係 を象 徴 す る為 の単 な る方
策 で は な くなってい る。寧 ろ,そ の使用 されてい る評価数値 は 何 か し ら もっ
と別の意義,即 ち 一 般 に 未消 却 原 価(unamortizedcost)もし くは換金性
(currentrealizability)とい う意義 を持 ってい るよ うに思 われ る。
第三の コンベ ンシ.ン で ある期 間収益認識(periodicincomerecognition)
の コ ンベ ンシ.ン は,適 切 な収益の認識 が最 も大切 な要素で あ る処分 可能 利益
(distributableprofit)の計算 に保守主義 を強調 してい る株 式 会 社 会 計 に あ っ
て,極 めて重要 な もの 、一 つ となってい る。
株式会社形態 は収益認識 の問題 に も新 た な諸要素 を増大 せ しめて きた。 これ
ら新 たな諸要素は,株 式会社 の 自己株 の取 引か ら生 じてお り,相 対的 に少数 の
会社で は,こ れ らの諸要素 が全般的 な企業問題 とは極 めて不相応 なほ ど重要で
あると考 え られてい る。
会計 に及 ぼす強制的 な法律上の影響が単純 な基本的会計 コンベ ン シ ・ンに対
す るその後の修正,拡 張,或 いは歪曲の影響 に関連 して注 目 されて きたの は,
実 に この株式 会社 を通 じてs'ある。 一1960,3,18.一
〈附 記 〉
この翻 訳 原 稿 執 筆 中 に不 明 な 箇 処 を 発 見 し,原 著 者StephenGilman氏に 問合 わ せ の私
信 を 出 した と こ ろ,1.A.S.(lnternationalAccountants'Society)の副 会 長W.A.
StephenGilmanの会計 コ ンベ ンシ 。ン論(邦 訳)〈 久野 〉-127-
Rogers氏か ら,StephenGilman氏が昨年 の12月24日に長患 いの末 に亡 くな られ た とい
う計報 に接 した。・こ～に,心 か らな る哀悼 の意 を表す ると ～もに,生 前,数 回の書簡 を通
じて彼 が私 に示 して呉れ た好意 に感 謝 し,近 い将 来,"StephenGilmanのプ ロフ ィル と
著 作"と い う論 稿 を書 いて彼 の霊前 に捧げ たい と考 えてい る。
●
